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本資料に記載されている将来に関するすべての記述は、当社グループが現在入手してい

る情報に基づく現時点における予測、想定、期待、評価等を基礎として記載しているに過

ぎません。また、予想数値の算定には仮定または仮定に基づく根拠が含まれており、客観

的には不正解であったり将来実現しない可能性があります。

その原因となる潜在的リスクや不確定要因としては

「平成２０年３月期 決算短信」の「事業等のリスク」にありますので、ご参照ください。但し、

業績に影響を与える要因は「事業等のリスク」に記載されている事項に限られるものでは

ないことをご留意願います。

また、本資料・記載データの無断転用はご遠慮下さい。
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ソフト開発事業、システムインテグレーション事業、データセンター
事業

当社グループ事業のご紹介 （ＩＳＰブランド）

ＳＩＳ事業（情報サービス事業）

ＣＡＴＶ事業

ＣＳ事業（通信サービス事業）

インターネットサービスプロバイダ、通信キャリアとして回線卸売及び
芯線貸し、データ伝送サービスの提供

ＣＡＴＶ放送、ＣＡＴＶ網によるインターネット・電話などの情報通信サービス
の提供
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１．２００８年３月期決算の業績

２．２００９年３月期通期業績予想

３．中期経営計画
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（単位：百万円）

実績 　　前期比 修正公表比

売上高 35,089 103.4% 98.8%
営業利益 4,371 99.0% 100.5%
経常利益 4,223 100.6% 100.3%
当期純利益 2,333 56.7% 104.2%
１株当たり純利益 58.23円 56.7% 104.1%
ＥＢＩＴＤＡ 8,604 104.8% ー

連結損益計算書 （単位：百万円）

売 上 高 35,089 33,924

売上原価 21,633 20,581

売上総利益 13,456 13,343

営業利益 4,371 4,415

営業外収益 92 38

営業外費用 240 257

経常利益 4,223 4,196

特別利益 165 132

特別損失 494 546

税引前当期純利益 3,893 3,783

法人税、住民税及び事業税 795 53

法人税等調整額 755 △ 401

少数株主損益 8 18

当期純利益 2,333 4,112

当期 前期

１. ２００８年３月期決算の業績（連結）

※ EBITDA = 経常利益－受取利息+支払利息+減価償却費
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【法人税等及び法人税等調整額の負担について】

【役員退職慰労引当金の会計処理の変更】
当期分33百万円を販管費、過年度分189百万円を特別損失へ計上。

従来と比べ営業利益、経常利益は33百万円、税金等調整前当期純利益は223百万円それぞれ減少。

０８年３月期 ０７年３月期

損益影響 △７９５百万円 △５３百万円

会計処理

税引前純利益３８．９億円に対し、税務上
の繰越欠損金の解消等により２０億相当の
課税所得の発生によるもの

連結子会社法人税等（当社は地方税均
等割相当）

損益影響 △７５５百万円 ４０１百万円

背景

合併時T-comから引継いだ税務上の繰越
欠損金23億円（総額82億円）を当期にて使
用により、全額解消。

05/10月の合併後からの事業計画の達
成状況が認められ、繰延税金資産の計
上基準の見直しを行う。

会計処理

07/3月期に計上した繰延税金資産1,467百
万円のうち、税務上の繰越欠損金にかか
る915百万円（23億円×39.7％相当）を解
消により取崩し、当期において計上したも
の等との差引により、法人税等調整額755
百万円。

繰延税金資産を長・短期合せ1,467百万
円計上。その結果、法人税等調整額
△401百万円。

△１,５５０百万円（税負担割合３９．８％） ３４７百万円（税負担割合△９．２％）

法
人
税
等

法
人
税
等
調
整
額

税負担状況

１． 会計処理の変更等による連結業績への影響
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損益計算書 （単位：百万円）

売 上 高 31,779 30,960

売上原価 19,327 18,622

売上総利益 12,451 12,338

営業利益 4,435 4,266

営業外収益 78 29

営業外費用 206 227

経常利益 4,306 4,068

特別利益 50 115

特別損失 440 499

税引前当期純利益 3,916 3,684

法人税、住民税及び事業税 773 33

法人税等調整額 784 △ 338

当期純利益 2,358 3,989

当期 前期
（単位：百万円）

実績 　　前期比

売上高 31,779 102.6%
営業利益 4,435 104.0%
経常利益 4,306 105.9%
当期純利益 2,358 59.1%
１株当たり純利益 58.84円 59.1%

１. ２００８年３月期決算の業績（単体）
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売上高：35,089百万円
（前期比1,164百万円増 103.4％）

【セグメント別内訳】
ＣＡＴＶ：11,827百万円（ 924百万円増 108.5％）

ＣＳ ：12,930百万円（ 401百万円増 103.2％）

ＳＩＳ II：10,387百万円（ 182百万円減 98.3％）

＊ （ ）は前期比

CATV
10,903

CS
12,529

SIS
10,569

CATV
11,827

CS
12,930

SIS
10,387

（単位：百万円）

１. ２００８年３月期決算 セグメント別 売上高

33,924 35,089

■ 要因説明
ＣＡＴＶ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨの順調な獲得及びデジタル多チャンネルの加入世帯数の増加、

御殿場エリア事業開始。

ＣＳ ＡＤＳＬ顧客の減少を補う大幅なＦＴＴＨ顧客の増加。

ＳＩＳ アウトソーシング、ASPなどストックビジネス売上が増加したが、受託開発で減少。

07/3期 08/3期
※各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高が含まれております。
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営業利益：4,371百万円
（前期比 43百万円減 99.0％）

【セグメント別内訳】
ＣＡＴＶ：1,393百万円（ 356百万円減 79.6％）

ＣＳ ：2,726百万円（ 831百万円増 143.9％）

ＳＩＳI  I ：1,183百万円（ 507百万円減 70.0％）

＊ （ ）は前期比

CATV
1,749

CS
1,895

SIS
1,691

CATV
1,393

CS
2,726

SIS
1,183

１. ２００８年３月期決算 セグメント別 営業利益

（単位：百万円）

4,415 4,371

■ 要因説明
ＣＡＴＶ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨの戦略的投資及び営業体制強化により営業費用が大幅に増加。
ＣＳ ＦＴＴＨキャリアとの販売戦略を強化し、FＴＴＨの獲得を積極的に推進。大幅な顧客件数の

増加及び営業費用の効率的な運用により大幅な増益。
ＳＩＳ 体制強化などの費用増加及び不採算プロジェクトの発生により減益。

07/3期 08/3期
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１. ２００８年３月期決算 設備投資

■ＣＡＴＶとデータセンターへ戦略的設備投資

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ ４１億円 （前期１１億円）

ＣＡＴＶエリア拡張他 ２２億円

データセンター ３４億円

≪主な投資内容≫

（単位：百万円）

前期 当期 前期比

設備投資額 5,265 11,232 5,966

減価償却費 3,791 4,172 380
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（単位：千件）

07/3期末 08/3期末 前期末比

CATV 4 26 22
ISP直販 51 117 66

計 55 143 88

75 61 △ 14
171 141 △ 30
171 155 △ 16

416 357 △ 59
471 500 29

07/3期末 08/3期末 前期末比

300 323 23
（61） （72） (11)

放送

CATV放送

（デジタル多チャンネル）

FTTH

通信（ブロードバンド顧客）

そ
の
他

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

合計

計

ADSL　ISP直販

ADSL　ホールセール

CATV－インターネット

50

55

60

65

70

75

80

85

90

06/12月期 07/3月期 07/6月期 07/9月期 07/12月期 08/3月期

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ

ＣＡＴＶ－インターネット

50

100

150

200

250

06/12月期 07/3月期 07/6月期 07/9月期 07/12月期 08/3月期

ADSL FTTH

１. ２００８年３月期決算 件数動態
（単位：千件）

■ 通信分野において、ＣＡＴＶ事業、ＣＳ事業とも
ＦＴＴＨ顧客の獲得を重点的に推進。
前期末比８８千の増加。

■ ＣＡＴＶ放送についても着実に顧客増加。

＊06/8よりCATV-FTTHサービスを開始
CATV-FTTH ・ インターネット 期末件数推移

ＩＳＰ直販 FTTH ・ ＡＤＳＬ 期末件数

0

0

*単位未満四捨五入
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２．２００９年３月期通期業績予想
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（単位：百万円）

CATV事業 CS事業 SIS事業 その他
消去又は

全社 連結

売上高 13,680 14,080 12,600 20 △ 140 40,250
（前期比） (115.7%) (108.9%) (121.3%) (51.2%) ー (114.7%)

営業利益 1,650 2,480 1,570 20 △ 1,110 4,620
（前期比） (118.4%) (91.0%) (132.6%) (93.9%) ー (105.7%)

経常利益 4,280
（前期比） (101.3%)

当期純利益 2,480
（前期比） (106.3%)

１株当たり純利益 61.87円
EBITDA 9,430

２. ２００９年３月期通期連結業績予想

※EBITDA = 経常利益－受取利息+支払利息+減価償却費

※各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高が含まれております。
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09/3期（予）

２. ２００９年３月期通期連結業績予想 売上高・営業利益

売上高：40,250百万円 営業利益：4,620百万円

（単位：百万円）
40,25035,089 4,6204,371

（単位：百万円）

■ＳＩＳはＩＤＣとソリューションによるストックビジネスの拡大

■ＣＡＴＶはＦＴＴＨ加入者の大幅な増加による収益拡大

※各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高が含まれております。 08/3期実績

08/3期実績 09/3期（予）

SIS
10,387

CS
12,930

CATV
11,827

SIS
12,600

CS
14,080

CATV
13,680

SIS
1,183

CS
2,726

CATV
1,393

SIS
1,570

CS
2,480

CATV
1,650
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9,430

8,209

8,604

5000

6000

7000

8000

9000

10000

２. ＥＢＩＴＤＡの推移

08/3期実績 09/3期（予）07/3期実績

10,000

5,000

8,000

■０８年３月期は前期比４．８％増加

前期比
４．８％増

前期比
９．６％増

ＥＢＩＴＤＡ

■０９年３月期は前期比９．６％増加の見込み

（単位：百万円）



15

（単位：百万円）

08/3期 09/3期予想 前期比

設備投資額 11,232 8,490 △ 2,742

減価償却費 4,172 4,790 617

２. ２００９年３月期通期連結予想 設備投資

≪主な投資内容≫

■ＣＡＴＶへ戦略的設備投資
Ｉ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ ３２億円 （前期４１億円）

ＣＡＴＶエリア拡張他 ２０億円

■ＣＳ ＴＯＫＡＩ関東伝送設備の譲受ＩI ８億円

ＤＳＬ ＮＷ １４億円
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当社グループは、中期経営ビジョン
“Total Communication for the Best 2007－2011”

の達成に取組んでまいります。

ネットワーク、データセンターなどの情報通信インフラと当社技術者に
よるシステム開発、ＩＴアウトソーシング、ＩＴソリューション、ＡＳＰサー
ビスを組み合わせ、類のない新たなビジネスモデルの構築への挑戦
と当社グループの企画力、営業力を結集し、コンシューマーから法人
顧客まで幅広いお客様にサービス提供し、積極的に収益基盤の拡大
を図ってまいります。

３. 中期経営ビジョン
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３．今後の通信・放送分野の変革

２０１０年から２０１１年にかけ、ＮＧＮの２０００万件加入可能、通信・放送の法制度の
一元化、地上アナログ放送の終了などにより、通信・放送分野は大きな変革が予想される。

２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年

通
信

放
送

２０１１年７月 アナログ放送終了へ

総務省目標：２０１０年度までにブロードバンドゼロ地域解消

ＮＴＴ目標：２０１０年度までに光２０００万加入

ＮＴＴ ＮＧＮの展開

情報通信法（仮）

２０１０年通常国会に法案提出

電気通信事業法、ＮＴＴ法 等

放送法、有線テレビジョン放送法 等

ＮＧＮを利用した安心・安全
で便利なネットワークサービス
を利用できるユビキタス社会

の実現

通信、放送、ＩＴの
レイヤを超えた
事業展開による

新たなサービスの
創造・展開

デジタル放送

２００８年３月
首都圏、大阪圏の一部エリア

でサービス開始

２０１１年３月
現行のＢフレッツの提供エリア

までＮＧＮエリアを拡大

通信・放送
法制度を
一元化

情報家電
ネット
ワーク

固定と無線
の融合

高度遠隔
医療
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２００７年度～２００９年度 顧客基盤の拡充

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ 10万件獲得

＠T-com 直販 10万件純増

ストックビジネス拡充による顧客基盤の確立

２０１０年度以降高い持続的成長

ＮＧＮを中心とした次世代サービスを展開

ＣＡＴＶ

ＣＳ

ＳＩＳ

⇒２００９年度末直販合計 32万5千件

（ＦＴＴＨ ＋17万5千件、ＡＤＳＬ ▲7万2千件）

３．連結中期計画のポイント
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0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

45,000,000

50,000,000

55,000,000

60,000,000

CATV

CS

SIS

118億円

129億円

103億円

売上合計
350億円

500億円

３. セグメント別売上高のイメージ

300億円

100億円

09/3期（予） 10/3期08/3期実績 11/3期 12/3期

100億円

300億円

500億円

136億円

140億円

126億円

売上合計
402億円

(161億円)

(155億円)

(138億円)

売上合計
(454億円)

注） 10/3期ついては概算値であります。
※各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高が含まれております。
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1 3 5

0

5,000,00

10,000,0

50億円

100億円

経常利益
42億円

当期純利益
23億円

13億円

27億円

11億円

営業利益
43億円

経常利益
42億円

当期純利益
24億円

08/3期実績 09/3期（予） 10/3期 11/3期 12/3期

全社・消去他
△9億円 50億円

100億円

３.セグメント別営業利益のイメージ

CATV

CS

SIS

経常利益

当期純利益

16億円

24億円

15億円

営業利益
46億円

全社・消去他
△11億円

(25億円)

(24億円)

(18億円)

注） 10/3期ついては概算値であります。
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08/3期実績 09/3期予想 10/3期 11/3期 12/3期

設備投資

FCF

借入金

基盤拡張期
CATV-FTTH
新データセンター稼動
積極的Ｍ＆Ａ

成長期 新基盤を背景とした
高品質且つトータルサービスの提供
顧客満足度向上
安定性収益の向上

新データセンター

CATV-FTTH

100億円

112億円

･････更なる発展へ

３．設備投資とフリーキャッシュフローのイメージ

08/3期実績 09/3期（予） 10/3期 11/3期 12/3期
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ＣＡＴＶ事業
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ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨの事業方針について

■ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ顧客獲得目標

２００７年度から２００９年度の３年間で１０万件獲得

ビック東海本体のＣＡＴＶエリア全域
でＣＡＴＶ-ＦＴＴＨサービスを開始

グループの全６社にてＣＡＴＶ-ＦＴＴＨを開始

サービスエリア及びブロードバンド
市場の拡大により、１０万件獲得

08年3月期

09年3月期

10年3月期

08/3期
（実績）

09/3期
（予）

10/3月期
（予）

26

57

100
（単位：千件）
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43

73

11418

29

44

08/3期 09/3期（予） 10/3期（予）

158

102

61

■ 変動分投資

□ 固定分投資

69人
88人

117人

08/3期 09/3期（予） 10/3期（予）

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨの投資計画・営業体制

１０年３月期までに1５８億円を投資

（設備投資１３２億円、リース投資２６億円）
０９年３月期は８８名の専任営業員を配置。

（単位：億円） （単位：人）

■ ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨ 営業体制■ ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨ 投資計画（累計）
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ＣＡＴＶ‐ＦＴＴＨのエリア展開

06年/3月期 07年/3月期 08年/3月期 09年/3月期 10年/3月期

（広帯域化済み）

（広帯域化済み）

（０６年９月完了）ＶＩＣ ＴＯＫＡＩ

厚木伊勢原ＣＮ

イーストＣ

【 ＶＩＣ ＴＯＫＡＩ 広帯域化・ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨスケジュール 】

広帯域化 CATV-FTTH事業

70% 100%

30% 40%

100%

熊谷ＣＴ

いちはらＣＮＴ

御殿場ＣＭ

20%

60%

40%

70%

FTTHエリアカバー率

70%

20%

50%

30%



26

㈱御殿場ｹｰﾌﾞﾙﾒﾃﾞｨｱ 御殿場市原里、駿東郡小山町須走

ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨのサービスエリア（静岡県内）

■ ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨサービスエリア
（静岡県内）

【静岡県中部地区】

富士支店

沼津支店

三島支店

御殿場ｹｰﾌﾞﾙﾒﾃﾞｨｱ
（FTTHは一部）

西静支店

【静岡県東部地区】

VIC TOKAI 三島支店

VIC TOKAI沼津支店

VIC TOKAI 富士支店

VIC TOKAI 西静支店

三島市、伊豆の国市、駿東郡、函南町

沼津市、裾野市、御殿場市（南部）

富士市、富士宮市、庵原郡、旧蒲原町

焼津市、藤枝市、島田市、岡部町
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ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨのサービスエリア（関東）

厚木伊勢原CN

イースト C

いちはらCNT

熊谷ケーブルテレビ

厚木市 愛甲、旭町、南町、岡田、三田、三田南

千葉市 緑区あすみヶ丘

千葉県市原市 国分寺台、山田橋、西広、惣者、諏訪

【いちはらｺﾐｭﾆﾃｨｰ・ﾈｯﾄﾜｰｸ・ﾃﾚﾋﾞ】
【熊谷ケーブルテレビ】【厚木伊勢原ケーブルネットワーク】

下荻野、及川、妻田、鳶尾、まつかげ台、みはる野 他

神奈川県 厚木市 千葉県 市原市/千葉市緑区 埼玉県 熊谷市

【イースト・コミュニケーションズ】

■ ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨサービスエリア
（関東地区・09年3月期予定）

㈱いちはらコミュニティー・ネットワークテレビ及び
㈱御殿場ケーブルメディアは、08年5月に開始

熊谷ケーブルテレビ㈱は08年12月開始予定 埼玉県熊谷市 上之地区（予定）
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0 7 / 0 3 月期実績 0 8 / 0 3 月期実績 0 9 / 0 3 月期（ 予） 1 0 / 0 3 月期（ 予）

CATV事業ARPU 3,098円 3,186円 3,500円 4,000円

3,000円

3,500円

4,000円

07/03月期 08/03月期 09/03月期 10/03月期
（実績） （実績） （予） （予）

ＣＡＴＶ事業のＡＲＰＵ

■ ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨサービスの普及拡大に伴い、ＣＡＴＶ加入顧客のＡＲＰＵは上昇。

※ ARPUの定義 ： 月次利用料売上合計 ÷ （放送加入総接続世帯数＋インターネット単独加入世帯数）

■ ＡＲＰＵ （1契約あたりの月間平均利用料収入） の推移予測
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08/3期
（実績）

09/3期
（予）

12/3期
（予）

16

（単位：億円）

14

50

ＣＡＴＶ事業の利益目標

■ ＣＡＴＶ事業 営業利益目標

■ FTTH事業

□ その他

20

40

0

■ ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨ事業を主体に事業の拡大を進め、

１２年３月期の営業利益目標５０億円。
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情報家電

次世代ネットワークを利用した将来のサービスイメージ

● ＣＡＴＶ-ＦＴＴＨでは、地域に密着したＮＧＮと同様のサービスを提供していく。

① ＮＴＴのＮＧＮ網との相互接続

◆ プラットフォームの共通性を利用し、ＮＴＴとのＮＧＮ網相互接続を行う。
◆ ＱｏＳ等を利用し、情報家電・遠隔医療等の次世代通信サービスをＣＡＴＶ-ＦＴＴＨ顧客にも提供。

② 地域密着のコンテンツ開発

遠隔介護

遠隔医療

ＱoＳ等を利用する

ことで次世代通信

サービスを提供

各種公共機関からの

交通情報・災害情報

・地域情報を、エリア

ごとに映像で配信
自 治 体

消 防 署

警 察 署

◆ 地域密着性と番組制作技術を活用して、その地域に必要とされる情報をオンデマンドで発信する
独自の映像コンテンツを開発。
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ＣＳ事業
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ＩＳＰ事業の展開（家電量販店等との連携強化）

家電量販店及びパソコン専門店

の店舗に常時200人強を配置。

圧倒的な販売力を誇る。

■取次店舗と一体となった獲得施策による信頼関係の構築。

■当社独自の店頭イベントにより来店者数の増加に貢献。

取次店舗との連携強化とお客様への信頼度の向上

■獲得活動による顧客信頼度の強化。

■ブロードバンド顧客獲得に伴う取次店との販売力の連携強化。
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1,401 1,236 1,113 985 867
1,329

2,727

880 1,313
2,098 2,4231,728

（61%） （50%） （42%） （35%） （29%） （24%）

（39%） （50%）
（58%） （65%） （71%） （76%）

2,281

2,642

3,211
3,408

3,594

2,964

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期 12/3期

（%）

（10%）

（20%）

（30%）

（40%）

（50%）

（60%）

（70%）

（80%）

FTTH契約件数

DSL契約件数

ブロードバンドサービス契約者数の推移（全国）

■ 棒グラフは各年度の契約件数
■ （括弧）内は各年度におけるサービスの割合 （単位：万件）

実績 予測 予測 予測 予測 予測

０８/０３期以降 ： 矢野経済研究所 ０7年６月１５日発表 予測より
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99117141
171

174 226

117
51

（77%） （30%）（40%）（55%）

（70%）

（23%）
（45%） （60%）

222

258

291

325

0

100

200

300

400

07/3期 08/3期 09/3期 10/3期

（%）

（10%）

（20%）

（30%）

（40%）

（50%）

（60%）

（70%）

（80%）

（90%）

FTTH加入者数

DSL加入者数

ISP事業の展開（ブロードバンドサービス加入者数の推移）

（単位：千件）

実績 実績

■ 当社の優れた営業力により顧客件数は増加。

⇒08年～１０年の3年間で純増10万件！

ブロードバンド化に

対応するコンテンツ提供

でのＡＭＰＵの向上

ＮＧＮを利用した

新たなサービス展開

顧客件数増加による

収益力のアップ

（予） （予）

純増 １０万件強
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100万会員の
サイトを目指す

気軽な会話を楽しめるミニブログサービスを提供し、
ユーザの度重なるアクセスを実現することでページビュ
ーに連動した広告収入モデルを目指す。

アバターを使い、英語や韓国語をゲーム感覚で楽しく
学べる語学学習サービスをリリースする。広告主との
タイアップ広告をメインとした収益化を目指す。

コンテンツ事業の展開
広告主とタイアップしたコンテンツを提供するサイトおよび多数のPVを生むことで広告収入を獲得する

サイトをリリースする。

インターネット上の違法・有害情報に対する監視強化を実施し、サイトの会員に対してインターネット上での楽し

み方や危険性についての啓蒙・教育活動を実施していく。

07/3期 08/3期 09/3期
（予）

10/3期
（予）

56万会員

35万会員

14万会員

アバターSNS

音楽試聴・共有

動画投稿共有

みなくるポータル

ペット総合情報

当社コミュニティサイト

ISP向けコンテンツサービス

09/3期のサービス拡張計画について

外国語学習サービス（新規）

ミニブログサービス（新規）

違法・有害情報からの青少年保護のための活動（継続）

インターネット上の違法・有害情報に対して
・「有人監視」
・「ＮＧワードの書込み禁止」
・「投稿ログの保存」
等により運営体制およびシステムを強化し、青少年が
安心して楽しめるコミュニティサイトを目指す。

会員数
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■ トランジット総トラフィック量は03/03期より09/03期までの7年間で16倍超に増大、今後もさらなる増大を見込。

■ トランジット仕入価格値下げは、ISP事業及びﾎｰﾙｾｰﾙ事業・CATV事業のインターネット収益に大きく貢献。

■ 今後も継続して価格競争力のある業者選定、コンペ実施など仕入価格の低減に取り組む。

キャリア事業の展開

0

50

100

150

200

250

300

350

400

03/03期 04/03期 05/03期 06/03期 07/03期 08/03期 09/03期
（予）

10/03期
（予）

11/03期
（予）

年
間

ト
ラ

ン
ジ

ッ
ト

量
（
G

bp
s）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

年
間

ト
ラ

ン
ジ

ッ
ト

原
価

（
百

万
円

）トランジット販売量／年

トランジット原価／年
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キャリア事業の展開（当社事業基盤を利用した通信サービスについて）

■ 当社事業インフラ（データ通信、データセンター等）利用した法人向けサービスの創出。

データセンター

お客様拠点 A

ISPサービス基盤

（TCOM、TNC）

インターネット回線

専用線

お客様拠点 B

専用線

当
社
事
業
イ
ン
フ
ラ
基
盤

ISPサービス
インターネット接続

運用/ハウジング

サービスの提供

お客様設備のお預かり
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ＳＩＳ事業
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高いファシリティと運用・監視体制を備えた新データセンターの完成に伴い、コロケーション、
ホスティング、システム運用などのデータセンターサービスや、ASPサービスなどを提供す
るとともに、新たに仮想化技術等を利用したサービスを提供

３．ＤＣＳ（データセンタ・ソリューション）事業

１． ＥＡ （エンタープライズ・アプリケーション）事業

２．ＳＩ （システム・インテグレーション）事業

主として大手コンビニエンスストア、テレコム、金融など多種多様な業界の情報システムに
かかわるソフトウェアの受託開発

主として自社開発によるパッケージソリューションに自社ネットワーク、データセンターを
合わせ、企業向け情報サービスをトータル（設計・構築・運用・保守）で提供

ＳＩＳの事業内容
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

0,000

08/3期実績 09/3期計画 12/3期計画

0

1,000

2,000

3,000

ＥＡ事業 売上 ＳＩ事業＋DCS事業 売上

ＥＡ事業 営業利益 ＳＩ事業＋DCS事業 営業利益

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

08/3期実績 09/3期計画 12/3期計画

アウトソーシング サービス
ＰＫＧ売上 その他売上

■ＳＩ事業+DCS事業の売上に占める

ストック売上(ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ・ｻｰﾋﾞｽ）の割合
■ＳＩＳ事業 売上・営業利益推移目標

44

59

69

57

４４

５７
売
上
高

（単位：億円）

ＳＩＳ事業 成長目標

ストック売上

の拡大
40

８０

売
上
高

営
業
利
益

（単位：億円）売
上
高

08/3期実績 09/3期（予） 12/3期（予） 08/3期実績 09/3期（予） 12/3期（予）
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組織的なマネジメントシステムの強化

■プロジェクト進捗管理の客観的把握

プロジェクトマネージメント組織の客観的評価の実施によりプロジェクト実態の
早期把握、早期対応。

■プロジェクト受注時のリスク評価

プロジェクトマネージメント組織によるプロジェクト受注時の受注リスクの評価と
対応策の実施チェック強化 。
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ソフトウェア開発

ネットワーク

データセンター

永年の豊富な開発実績
高度な技術者多数

東京・大阪間の情報ボックス
などネットワークを自社保有

２４時間・３６５日体制確立の
自社保有の高信頼性IDC

■
顧
客
に
と
っ
て
最
も
有
益
な
情
報
投
資

■
当
社
に
と
っ
て
安
定
収
益
の
ス
ト
ッ
ク
ビ
ジ
ネ
ス

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
・
ビ
ジ
ネ
ス

基盤ソリューション
基盤技術を核とした
ソリューションを提供

ＡＳＰ
（アプリケーション・サービス）

メールソリューションを中心に
受注が順調に急拡大

顧
客
に
と
っ
て
最
適
な
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
案
・
構
築

シ
ス
テ
ム
・
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

情報サービス事業の展開

http://www.oneoffice.jp/mail/
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ＥＡ事業の安定成長

（単位：百万円）

■ 06/03期、07/03期は、テレコム関連のソフトウェア需要が拡大。08/03期以降は、テレコム
関連は横ばいの見込み。金融、流通、その他業種の受注拡大を目指す。

■ 当社は、野村総研、ＮＴＴデータ、伊藤忠テクノソリューションズ、日本ヒューレット・パッカード、
大和総研などから引続き開発案件を安定受託（敬称略）。

ＥＡ事業で３５０名を超えるシステムエンジニアに加え、信頼ある協力会社との関係強化

により高品質なサービスを提供 （当社全体でシステムエンジニア６００名余）

05/03期 06/03期 07/03期 08/03期 09/03期(予）
テレコム 流通 金融 その他

ソフトウェア開発売上高

4,124

5,242

6,257 5,942

6,920

21％

48％

19％

57％

18％

64％
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■高速バス事業
高速ﾊﾞｽ座席予約ｼｽﾃﾑの構築と

保守・運用

システム構築

ネットワーク提供、ハウジング

システム運用、ヘルプデスク

■シナジー効果を発揮したアウトソーシング事例

■食材宅配業 ■外食産業（株式会社すかいらーく）

大規模データベースサーバ構築

ネットワーク提供、ハウジング

システム運用

ソフトウェア開発、システム構築

ネットワーク提供、ハウジング

システム運用

食材宅配の全国ＦＣ展開企業における

ＦＣ向け共通販売管理ｼｽﾃﾑ構築と

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

注）敬称略

■路線バス事業

ソフトウェア開発、システム構築

ネットワーク構築

システム運用、サーバ監視

各事業所のｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ構築と

ＩＣｶｰﾄﾞｼｽﾃﾑの保守・運用

すかいらーくｸﾞﾙｰﾌﾟ3000店舗DB化と

本部・工場・取引先ﾃﾞｰﾀ集配信ｼｽﾃﾑ

の構築とｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

アウトソーシング導入事例
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人事サービス大手ASP事業者

新規アウトソーシング導入事例

当社情報サービスの典型的ビジネスモデルとなる
アウトソーシング案件

ネットワーク提供、データセンターハウジング

システム運用、ヘルプデスク

基盤ｿﾘｭｰｼｮﾝ（自社PKG）提供

ASP（OneOffice）サービス提供

システム開発受託

人事サービス事業者の事業の内容

・人事業務フルアウトソーシング

・付随するシステム開発

●アウトソーシング利用社数：８５社

●管理従業員数：１１５，０００人

（２００７／３時点）

他社のデータセンタにて運用していたが、

２００８年４月、当社データセンターに移設し運用を開始



46

第二データセンター完成

外 観

０８年４月より本格稼動開始

サーバ室

延べ面積 8,026㎡（2,432坪）

構造 RC(鉄筋)造：免震構造、5階建

セキュリティ 24時間有人監視、生体認証、
非接触ICカード、テンキー装置

収容ラック数 最大825ラック

床耐荷重 1,250kg/㎡
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第二データセンターの免震装置と設備の２重化・２ルート化

 

流体系ダンパー

直動転がり支承 錫（すず）プラグ入り
積層ゴム支承

積層ゴム支承

免震装置 電源・空調設備等の２重化

備蓄燃料

無停電電源設備
２重化

自家発電設備
２重化

バッテリー

空調 ２重化

特別高圧
77KV予備線

２ルート化特別高圧
77KV本線



48

ITサービスの品質を保証するための国際標準規格
・ 顧客管理
・ SLA管理
・ インシデント管理
・ 構成管理

データセンター事業の品質向上
ISO27001

情報セキュリティを確保するための仕組みを

構築及び運用するための国際標準規格

ISO9001

品質保証を含んだ、顧客満足の向上を

目指すための国際標準規格

◆ 2008年上期認証取得予定

ISO20000

ITサービス
マネジメント

品質
マネジメント

情報
セキュリティ
マネジメント
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07/3期 ０8/3期 09/3期 10/3期 11/3期

売上高

営業利益

07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期

125

■OneOfficeはメールに特化したASPサービスとして、基本機能に留まらず内部統制を
見据えたメール全件の保管や検索機能を備えたメールソリューションを提供。

■メール添付ファイルの暗号化や、誤送信を防止する送信メールフィルターなどのセキュリティ強
化となる品目を追加し、顧客の獲得増加を図る。

08/3期

87千件

売上目標

（単位：百万円）

200

09/3期

160千件

460

メールソリューションサービス(ＡＳＰ) の実績及び計画

07/3期

32千件

アカウント数の推移

(予） (予） (予） (予） (予） (予）
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当社データセンターは、多数の技術スタッフにより、モニタリング・オペレーション
からオーダーメイドまで、フルマネージドサービスをご提供いたします。

データセンターのフルマネージドサービス

■実績
・ISPシステム

・Webショッピングサイト

・モバイル位置情報ASPシステム

・バス予約WEBサイト

・放送局WEBサイト

・外食チェーン基幹システム

・中古自動車販売業基幹システム

・食材宅配業基幹システム

・物流業基幹システム

・人事、給与システム

・流通業販売管理システム

・小中学校インターネット etc.
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サービスの実施計画

仮想化プラットフォームサービス

サーバ
仮想化 ネットワーク

ストレージ

仮想化プラットフォームサービス

データセンター ITアウトソーシングサービス

コロケーション
回線サービス
運用サービス

レンタル
マネージド サービス
ホスティング

Virtual GateWayサービス

OneOffice メールソリューション

メールサービス
メールストレージ

SPAMフィルタリング

添付ファイル暗号化
送信メールフィルタ

CDP

2008年 2009年既存サービス 新規サービス
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コーポレートガバナンスへの取組み

ＣＳＲへの取組み

株主還元
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コーポレートガバナンスの強化への取組み

■当期における内部管理体制強化に関する取組み

１．コンプライアンス・リスク委員会を年４回開催し、当社のコンプライアンスに関する
諸問題やリスクについて検討・改善に努めました。また各部署責任者を対象とした
コンプライアンス関連の資格取得に取組んでまいりました。
コンプライアンス・マネージャー ６８名 コンプライアンスオフィサー ４名

２．情報セキュリティ委員会を適宜開催し、当社の情報セキュリティに関する問題につ
いて検討・改善に努めました。また、全役職員を対象とした情報セキュリティ教育
についても積極的に取組んでまいりました。

３．内部統制システムの整備は、内部統制委員会を設置し、全役職員の意識統一を
図るとともに、プロジェクトチームを中心として規程・フローの整備・改善に取組ん
でまいりました。

４．監査室による内部監査については、監査結果を適宜社内報告され、適時適切に

改善のための施策を講じることで、内部管理体制の強化につなげてまいりました。
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インターンシップの受入れに積極的に取組むとともに、社会貢献、スポーツ・文化芸術活動の
振興に協賛 （社会貢献活動による退職者再雇用制度を制定 青年海外協力隊へ１名派遣）

インターンシップ・その他

交通安全への取組み

地域防災への取組み

静岡県・県警と協力し、交通事故状況、交通安全教室などを放送。地域に密着したケーブルテ
レビの特長を活かした交通安全を呼び掛けることで事故防止へ

地域自治体と協定し、当社ＣＡＴＶコミュニティチャンネルを活用した災害発生時の緊急発信
体制を整備しており、地域社会の安全性向上をバックアップ

ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取組み
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当社の配当政策は、株主の皆様に対する

利益還元を経営の重要課題のひとつとし

て認識しており、適正な内部保留の充実

による財務体質の一層の強化と将来の

事業展開を考慮しつつ、配当につきまし

ては業績に応じて安定的かつ継続的に

行うことを基本方針としております。

この方針に基づき、当事業年度におき

ましては、1株につき普通配当２５円

（中間配当１２．５円含む）

を予定しております。

株主還元

配当金の推移

0

5

10

15

20

25

30

04/3期 05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期(予）

記念配当

期末配当

中間配当

25

（円）

2525

17.5

15

12.5
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